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I　はじめに
本稿では、生産される製品の品質水準に焦点をあてて、より一般的な観点から、ｎ企業が存在し
ている寡占市場において、品質水準の異なる製品を生産している企業どうしの水平的な合併が品質
水準にどのような影響を与えることになるのかについて分析している。
こうした問題に関する基本的な分析としては、すでに拙稿（2001）において、２企業のみが存在
している複占市場の場合に、品質水準の異なる異質財を供給している２企業の合併が品質水準に与
える影響について検討してきた。前稿においてすでに述べたように、このような問題に関心を寄せ
た大きな理由は、1998年11月の、自動車業界におけるダイムラー・クライスラーの合併にあったと
いえる。
この合併は、ダイムラーに代表される高級車ブランドと、クライスラーに代表される標準的、大
衆向けの量販メーカーという異質な企業どうしの結びつきであるという点で注目された。しかしな
がら当時から、この合併については、とりわけダイムラー車の高級ブランドとしての価値をめぐっ
て、合併後もその品質水準を維持できるのかどうかを懸念する議論もなされていた1。それゆえ前
稿ではこの点に注目し、こうした異質な企業どうしの合併による効果を、品質水準の相違といった
側面から検討したのである。
                              
1 詳細については拙稿（2001）を参照のこと。ダイムラー車が標準化していくという指摘は、当時から日本経済新聞
（1998.5.12）、週刊ダイヤモンド（1998.8.15-22）、週刊東洋経済（1999.2.13）などでなされていた。
経営論集　第62号（2004年２月）
経営論集　第62号（2004年２月)86
その結果得られた主要な結論は、２企業のみが存在する複占市場を仮定すれば、需要関数や費用
関数に関する通常の仮定のもとでは、合併により、ブランド製品の品質水準がさらに改善されると
いうことであった。しかしながら、ダイムラー・クライスラーの合併から早くも５年が過ぎ、その
間、この合併をめぐって様々な議論が続く中で、とりわけダイムラーがこれまで提供してきた高級
ブランド車に関して、その信頼性の低下を指摘する意見も多く存在する。実際に、顧客の満足度や
性能などに関する最近の調査において、メルセデス・ベンツ部門の高級ブランド車に対する信頼性
評価が大幅に低下しているという2。
もちろん、こうした調査結果が品質水準そのものを表わしているわけではないが、高級ブランド
車としての価値を維持していくのはそれほど簡単ではないことが懸念されている。
前稿においては、こうした問題に関する基本的な分析として、２企業のみが存在する場合につい
て検討してきた。しかしながら、一般には、複数企業から成る寡占市場である場合が多く、そうし
た市場において、合併が品質水準に対して同様の効果を与えることになるのかどうかということに
ついては、必ずしも明らかではない。そこで本稿においては、より一般化して n (n>3) 企業が存
在している寡占市場を仮定し、同様の分析をおこなうことにより、最近のこうした状況を考慮に入
れて検討していく。ただし、実際には、多くの合併が２企業間での合併であることから、本稿では、
ｎ企業が存在し、そのうちの２企業のみが合併する状況を想定している。
前稿で論じたような２企業のみによる複占市場の場合とは異なり、本稿で検討するようなｎ企業
が存在している寡占市場の場合には、合併をおこなわない企業の行動が影響してくるため、必ずし
も合併後に、両企業の結合利潤が増加するとは限らず、場合によっては結合利潤が低下し、短期的
な利潤の観点からのみ判断した場合には、合併をおこなわない方が望ましい場合もありうる。実際
にダイムラー・クライスラーの合併では、旧クライスラー部門の販売不振による業績の低下や経営
の低迷を指摘する意見が多い3。こうした原因のひとつとして、ＧＭやフォード、トヨタ自動車な
ど、自動車業界における他企業の参入本格化が指摘できるという4。しかしながら、ｎ企業が存在
している場合の合併が利潤に与える効果については、必ずしも明らかではないため、本稿において
は、品質水準に対する効果のみについて検討していくことにする。
以下、まずⅡ節において具体的なモデルを示し、Ⅲ節において、合併前と合併後における最適な
                              
2 こうした指摘は、Handelsblatt (2002.2.27)、Wall Street Journal (2002.11.12)、Business Week (2003.7.21)、Wall Street
Journal (2003.９.11)などでなされている。
3 こうした指摘は、Economist (2000.10.14)、週刊東洋経済（2000.12.2）、週刊ダイヤモンド（2001.1.13）、日経ビジネス
（2002.4.1）、岸（2003）などにある。
4 こうした指摘は岸（2003）においてなされている。
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品質水準に関して比較をおこない、そこでの結論を示す。Ⅲ節で得られた命題の証明についてはⅣ
節でおこなう。最後にⅤ節において、結論と今後の検討課題についてまとめることにする。
本稿における主要な結論をまとめると以下のようになる。
まず、市場に存在する企業が３企業のみの場合には、２企業のみの場合とほぼ同様の結論が成立
し、通常の仮定のもとでは、合併により、ブランド製品の品質水準は改善される。これに対して、
４社以上の企業が存在している場合には、必ずしも品質水準が改善されるとは限らず、合併後に品
質水準が低下する場合もありうることが示される。
II　具体的なモデル
本稿で用いるモデルは、拙稿（2001）のモデルをもとにしたものであり、前稿と同様に基本的な
モデルの構造は、Mueller(1987)および Spence(1975)におけるアプローチを応用している5。すなわ
ち、合併については、合併後もそれぞれの企業が市場において別々に製品を販売すると考え、
Mueller(1987)の結合利潤最大化のアプローチを用いる。また品質水準の決定については、
Spence(1975)における２段階モデルを寡占市場の場合に応用する。
本稿でも前稿と同様の仮定が多いが、本稿では、ｎ企業が存在している寡占市場を想定し、合併
に関して単純化した次のような状況を仮定する。すなわち、市場に存在しているｎ企業のうち、ｎ
-1社の企業は、それぞれ標準的な同質財を生産しており、最後の第ｎ企業（以下、企業Ｎと記す）
のみが品質水準の高いブランド製品Ｎを生産している。そしてこの企業Ｎが、標準的な製品を生産
しているｎ-1社の中のある企業Ｋと合併する。
このとき、品質水準については、前稿と同様にｎ-1社の企業が生産している標準的な製品の品質
水準を０で表わし、企業Ｎが生産するブランド製品Ｎの品質水準を )10( << qq で表わすことにす
る。前稿と同様に、両製品の差別化の度合い、すなわち市場における消費者の両製品に対する代替
の度合いを )(qt として、 0)(,1)(0 <¢<< qtqt を仮定し6、各々の企業が直面している市場の逆需要
関数を、生産量 ix を用いて、具体的にそれぞれ以下のように仮定する7。
                              
5 これらの先行研究の意義については拙稿（2001）を参照のこと。
6 これらの仮定の意味については拙稿（2001）を参照のこと。
7 このような関数を仮定するのは、２企業のみ場合と同様の理由による。
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ここで（1.1）において、前稿と同様に 0)(,0)( >¢>> qaaqa nn を仮定する。すなわち、これら
の仮定は、ブランド製品Ｎについては、品質水準が高いほど消費者の評価が高く、またブランド製
品Ｎの価格は、他の標準的な製品の価格よりも高価格であることを示している。
また、各々の企業の費用関数について、以下のように仮定する。
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+= 　　ただし（ :, nFF 固定費用　　　（1.2）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 :, ncc 単位コスト）
ここでも前稿と同様に、 ¢ ¢> > > >( ) 0, ( ) 0, ( ) 0n n nc q c c q F q を仮定する
8。すなわち、これらの仮定
は、ブランド製品Ｎを生産している企業ほど生産にかかる単位コストが大きく、また、品質水準が
高まるほどコストも大きくなることを示している。なお同様に本稿でも各企業の利潤関数について
は品質水準 qの凹関数となることを仮定してモデルを展開していくので、この条件を満たしやすい
ように ¢ >( ) 0nF q を仮定しておく。
さらに、各企業における産出単位あたりでみた利潤獲得力の大きさ（Absolute Advantage）を、
)()()(, qcqaqNcaA nn -º-º で定義し、同様にすべての qに対して、 ( ) 0, ( ) 0A N q N q¢> > < であ
り、 q→0のとき )(qN → Aであるとする。これらの仮定は、標準的な製品を生産している企業のほ
うがこの利潤獲得力は大きく、ブランド製品を生産している企業Ｎについては、品質水準が上昇す
るほどその大きさが低下することを示している。
２階の十分条件についても満たされているものと仮定し、以上のもとで、ｎ企業の間では次のよ
うな２段階による意思決定がなされる9。
                              
8 前稿と同様の仮定の詳細については拙稿（2001）を参照のこと。
9 ２企業のみの場合、合併後については２段階の意思決定構造を考えなくても結果に影響はなかったが、本稿のようにｎ企業
が存在する場合には、このような２段階の意思決定構造が必要になってくる。
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１．合併前の状況について
まず、合併前の状況から分析していく。第１段階において、企業Ｎは自企業の利潤
np を最大に
するように製品Ｎの最適な品質水準 *q を決定する。こうして第１段階において企業Ｎがブランド
製品の品質水準を決定すると、第２段階においては、その最適な品質水準を所与として、各企業が
それぞれの最適な生産量を決定する。
これまでと同様に、この過程で決定されうる均衡は、逆戻り推論法（backward-induction）によっ
て求められる。すなわち、まず第２段階において、各企業は第１段階で決定される qの水準を見越
して、利潤 ip を最大にするように最適な生産量 ix をそれぞれ同時に決定するので、これらの企業
に関する最大化問題は、それぞれ次のように定式化できる。
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より、均衡における最適な生産量は、品質水準を表わす qの関数、 )(* qxi 、 )(
* qxn として表わされ
ることになる10。
次に第１段階において、ブランド製品Ｎを生産している企業Ｎは、自己の利潤 np を最大にする
ように最適な品質水準 *q を決定する。このとき、企業Ｎの利潤は、第２段階において決定した生
産量より、品質水準 qの関数として表わされるので、企業Ｎに関しての最大化問題は 10 << q のも
とで、次のように定式化できる。
         
q
max )(* qnp = )),(()()),(),....,(( ****1 qqxCqxqqxqxp nnnnn -  　　　  (1.5)
よって、 qに関するこの問題の１階の条件、
　　　　　 0
)(*
=
dq
qd np
                              
10 詳細についてはⅣ節の証明を参照。
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を満たすように合併前の最適な品質水準 *q が決定されることになる11。
なお、以上のような意思決定構造のもとで決定される最適な品質水準 qについては、0と1の間で
均衡が１つのみ存在すると仮定して議論を進めていくことにする。
２．合併後の状況について
次に、企業Ｋと企業Ｎが合併した場合には、第１段階において、まずこれらの２企業が結合利潤
nk pp + を最大にするように、ブランド製品Ｎの最適な品質水準 q を決定する。そして第２段階に
おいて、この qを所与とし、合併した２企業は結合利潤を最大にするように、また、その他の企業
はそれぞれ自企業の利潤
ip を最大にするように最適な生産量を決定する。以上の均衡は、同様に
して逆戻り推論法によって求められるので、まず、第２段階におけるこれらの企業の最大化問題は、
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と定式化され、これらの問題に関する１階の条件より、両企業が合併した場合の最適な生産量はそ
れぞれ品質水準 qの関数、 )(),(),( qxqxqx nki として表わすことができる。
そして第１段階において、合併した場合には、ブランド製品Ｎの品質水準 qは合併企業の結合利
潤を最大にするように決定されることから、このときの最大化問題は、
　　　 1
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と定式化され、 qに関するこの問題の１階条件、
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より、合併後に選ばれるブランド製品Ｎの最適な品質水準 qが決定されることになる。
                              
11 以上に関する具体的な導出過程については、Ⅳ節において後述する証明の中で示す。
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III　品質水準についての比較
前節において示したようなモデルで、２段階による意思決定がなされるとき、このような意思決
定構造のもとで決まる、合併前の最適な品質水準 *q と合併後の最適な品質水準qについて比較す
る。ここでは前稿と同様に、後述する証明の過程では、最大化問題に関する１階の条件を用い、間
接的な方法によって比較をおこなう。
このとき、ブランド製品Ｎの最適な品質水準に関して、次のような命題が成立する。
（命題１）　
A
qN
q
)(
)( =b
12と定義し、合併前におけるブランド製品Ｎの最適な品質水準 *q に対
して、 )(),( **** qttq == bb と定義する。このとき、３企業のみが存在している寡占市場の場合に
おいても、 kt >- **b となるある一定値（ 2.0=k ）が存在し、これを満たす領域においては、
qq <* が成立する。すなわち、合併後にブランド製品の品質水準は高まる。
（命題２）　３企業が存在している寡占市場の場合にも、品質水準に関して収穫逓増となるよう
な通常の需要関数や費用関数のもとでは、合併前の品質水準にかかわらず、必ず qq <* という関
係が成立する。すなわち、合併後の品質水準は高まる。
これらの結論は、前稿で示した２企業のみが存在しているケースとほぼ同様である。
この命題１において、 )(qb は、ブランド製品を生産している企業Ｎの、その他の企業に対する
相対的な利潤獲得力の大きさを示しており、また )(qt は、市場の需要構造における製品差別化の程
度を表わしている13。そして、合併後にブランド製品の品質水準が改善されるかどうかは、合併前
の品質水準 *q に対する、これらの程度の相違によって決まってくる。
この命題は、２企業のみの場合と同様に、合併前において、企業Ｎの相対的な利潤獲得力 *b が
比較的大きく、これらの差がある程度存在する限り、合併後の品質水準は改善されることを示して
いる。
                              
12 このとき、仮定より、　　　　　となる。
13 これらに関する解釈については拙稿（2001）を参照のこと。
1)(0 << qb
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（図１）
（図１）は、 qq <* という関係が成り立つ領域を２企業のみの場合と比較して示したものであ
る。図中の斜線で示した kt >- **b となる領域では qq <* という関係が成り立ち、合併後の品質
水準は改善されることになる。２企業のみの場合においても同様に、このような一定値 k 14は存在
していたが、２企業のみの場合と比較すると、 kの値は大きくなっている。つまり、図から明らか
なように、３企業が存在している場合には、合併後に品質水準が高まる可能性のある領域が小さく
なることがわかる。３企業が存在する場合、合併後にブランド製品の品質水準が改善されるために
は、合併前において企業Ｎに求められる相対的な利潤獲得力は、より高い水準なのである。
このように企業数が増加していくと、合併後に品質水準が改善する可能性のある領域が、しだい
に狭まっていくことが予想できる。この点については補論において詳細を示すが、実は、市場に存
在する企業数が4社以上になると、企業Ｎの相対的な利潤獲得力の大きさ *b がどれほど大きくても、
必ずしも合併後に品質水準が改善されるとは限らないのである。
実際に、市場に存在する企業数が４社以上の場合には、次のような命題が成立する。
（命題３）　市場に４社以上の企業が存在している場合には、品質水準に関して収穫逓増となる
ような通常の需要関数や費用関数を仮定しても、 qq <* という関係が必ずしも成立するとは限ら
ない。すなわち、合併後にブランド製品の品質水準が低下することもあり得る。
命題２において示したように、３企業のみが存在する寡占市場の場合においても、２企業のみの
場合と同様に、通常の仮定のもとでは、合併前の品質水準に関係なく、合併によりブランド製品の
                              
14 このときは　　　　であった。
20
3=k
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品質水準は必ず改善されることが明らかとなった。
しかしながら、この命題３は、企業数が増加していくと、２企業や３企業のみの場合とは必ずし
も同様の結論が成立しないことを示している。すなわち、ブランド製品の品質水準が合併後に低下
する可能性も考えられるのである。こうした結果は、実際にダイムラー・クライスラーの合併にお
いて指摘されている品質低下をめぐる議論を理論的にも説明しうるものであると考えられる。
なお、この命題についての証明は、次節において実際に具体的な反例を挙げることにより示すこ
とにする。
IV　命題の証明
（１）命題１の証明
１．合併前の状況について
　まず、合併前において決定される最適な品質水準 *q について分析する。
前節で説明したように２段階の意思決定構造によって決定されることになる。
　第2段階において、各企業の最大化問題は次の(1.3)式のように示される。
         
ix
max ip = )(),,....,( 1 iiini xCxqxxp -
         
nx
max np = ),(),,....,( 1 qxCxqxxp nnnnn -                          (1.3)
利潤最大化の１階の条件より、
         
i
i
i
i
i
i
i
i
x
C
x
x
p
p
x ¶
¶
-
¶
¶
+=
¶
¶p = 0
         
n
n
n
n
n
n
n
n
x
C
x
x
p
p
x ¶
¶
-
¶
¶
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¶
¶p = 0                                   (1.4)
が成り立つ。ここで各企業が直面する逆需要関数は(1.1)で示されたので、これを用いると、
(1.4)は次の(1.4Ａ)に等しくなる。すなわち、
         　　　　　　　　　　　　　= 0,
         )(}))(({)(
1
qcbxxxxqtbqa n
n
ij
nnjin --++- å
-
¹
= 0                 (1.4Ａ)
ここで、各企業の均衡における生産量 )(* qxi が対称的（すなわち　　　　）であると仮定すると、
（1.4Ａ）より、
**
ji xx =
å
-
¹
--++-
1
))((
n
ij
inji cbxxqtxxba
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xqbtca
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)()( --
= ,
         
b
xqtnbqcqa
x innn 2
)()1())()(( ---
=                             (1.4Ｂ)
を得る。ここで、前節において定義したように caA -º 、 )()()( qcqaqN nn -º とすると、
(1.4Ｂ)から、各企業の均衡における最適な生産量は次のような品質水準 qの関数として表すこ
とができる。
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　次に、第1段階における企業Ｎの最大化問題は
         
q
max )(qnp = )),(()()),(),....,((
****
1 qqxCqxqqxqxp nnnnn -           (1.5)
となる。ここで、 qに関するこの最大化問題の１階の条件において、
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qf n
)(
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p
º  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (1.5Ａ)
と定義し、(1.1), (1.2)および (1.4)を用いると、(1.5)に関する１階の条件は、
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となる。それゆえ、合併前における最適な品質水準　　　においては、
0)( * =qf
が成立することになる。
２．合併後の状況について
　次に、合併後の最適な品質水準 qについて分析する。
　前節で述べたように、まず第2段階において、合併後の企業に関する最大化問題は次のような
(1.6)で示される。
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この問題の１階の条件、
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より、同様に **
ji xx = を仮定すると, 次の（1.6Ｂ）を得る。すなわち、
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よって、これらの関係から、両企業が合併した場合における最適な生産量は、次のような品質水
準 qの関数として表すことができる。
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A
qxi =)(
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　次に、第１段階において、合併後の企業の最大化問題は、
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で示され、同様にこの問題の１階の条件に関して、
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qg nk
))()((
)(
pp +
º 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (1.7Ａ)
と定義し、(1.1), (1.2)および (1.6Ａ)を用いると、 qに関する１階の条件は、
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となる。よって、合併後の最適な品質水準　　　においては、
)(qg = 0
が成立することになる。
３．品質水準に関する比較
　　(1.5Ｂ)と(1.7Ｂ)について、(1.4Ｃ) および (1.6Ｃ)を用いると, 次のような式が成立する｡
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                                                                      (1.8)
ここで、（1.8）の符号について検討する。(1.8)において、次のような *q に関する関数を定義する。
すなわち、
)( *qM n  = )(
)()1(2
2
)( **
*
* qx
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n
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- ,　                            (1.8Ａ)
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２企業の場合と同様に、ここで )(qN を Aq)(b  （ただし、 1)(0 << qb  かつ )()( qtq >b ） で置き
換えると、(1.4Ｃ) と (1.6Ｃ)を用いて、 (1.8Ａ) および (1.8Ｂ) は次のように書き換えること
qq =
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ができる。
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このとき、３企業のみが存在するケースでは、 )( *3 qM と )(
*
3 qL について, 次のような２つが成り
立つ。
１　 )( *3 qM < 0, for all 
*q ,
２　 )( *3 qL < 0, if )()(
** qtq -b > k　（ただし k＝0.203）
(１の証明)
　　 )(qN を Aq)(b で置き換えると, 3=n の場合には, すべての *q に対して )()( **3
*
3 qxqx < が成
立する。これについては補論１において示す。それゆえ(1.8Ａ)に関して、
　であることに注意すると、 0)( *3 <qM が成り立つ。 （証明終わり）
 (２の証明)
　　ここで新たに、次のような関数 3L を定義する。
　　　 ),( **3 tL b = 2
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すなわち、 ))(),(()( **3*3 qtqLqL b= である。このとき、
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ttttttL b
b
b  　　　　　　　 （1.10）
が成立するので、 ),( **3 tL b は *b の減少関数であることがわかる。 ここで、 ),( **3 tL b = 0と
なるような *b を )( *th と定義すると、
=)( *th
)7272728(2
14428812816)62)(1()72144808(
2*4*6**
4*6*8*2*2*2*6*8*
--+
+-+--+--+
tttt
tttttttt
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (1.11)
となるので、 ),( **3 tL b が *b の減少関数であったことに注意すると、 *b > )( *th が成立するとき、
),( **3 tL b < 0、すなわち 0)( *3 <qL が成立することがわかる。
　以上の結果は図２のように示される。この図において ),( **3 tL b < 0が満たされる領域は斜線
の部分である。一方で、 kt >- **b  となる領域は図の CBA ¢¢D であり、明らかにこれは斜線の部
1
)()1(2
2
2* >-- qtnn
n
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分に含まれる。よって kt >- **b ならば ),( **3 tL b < 0、すなわち )( *3 qL < 0が成立する。
（証明終わり）
仮定より、 0)( * <¢ qt  かつ 0)( * <¢ qN であるから、 )( *3 qM < 0 かつ )(
*
3 qL < 0が成立するとき、
*)(qg に関しての(1.8) は 0*)( >qg となることがわかる。すなわちこれは、 qq <* が成立するこ
とを示している１５。以上より、命題１が導出される。 （命題１の証明終わり）
ここで図において明らかなように、いかなる *t に対しても、 *b がさまざまな値をとることによ
り、 ),( **3 tL b < 0が成立しうる。後に補論２において検討するが、この点が４社以上存在する場
合との相違である。
　さらに、２企業のみの場合と比較すると、 ),( **3 tL b =0を成り立たせる *b の水準は、２企業
のみの場合（図中の ),( ** tK a =0を成り立たせる *a の水準）よりも大きいことがわかる。すなわち
これは、 )( *3 qL < 0が成立する領域が２企業の場合よりも小さいことを意味している。
（図２）
（２）命題２の証明
　命題１の証明を用いて、次に命題２が成立することを示す。２企業のみの場合と同様に、
)(),( qtqb について、次のような具体的な関数を仮定する１６。
                              
１５　　の符号から判断できる理由の詳細については拙稿（2001）を参照のこと。
１６ このような関数を仮定したとき、　についての均衡が０と１の間にひとつだけ存在することになる。詳細は拙稿
（2001）を参照のこと。
)( *qg
q
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     21)( qq qb -=  ( 1
4
1
<< q ),
     qqt -= 1)(
　前稿において示したように、品質水準 qについて収穫逓増となるような通常の需要関数と費用
関数を仮定した場合、 )(qb については、このような関数を仮定することができる。
このとき、 *b と *t の間には次のような関係
     =*b 4* )1(1 t-- q
が成立し、０＜ *t ＜１を満たす、すべて *t に対して、
     )()1(1 *4* tht >-- q
が成り立つ。すなわち、合併前の品質水準に関わらず、均衡において実現する *b と *t は、命題
１の証明において説明した図中の斜線の部分に含まれることになる。よって、 qq <*  という関
係が成立し、命題２が成り立つことになる。 （命題２の証明終わり）
（３）命題３の証明
　この命題に関しては、反例を示すことによって証明する。実際に、以下のような具体的な関数
を仮定するとき、これまでとは異なり、 qq >* という関係が成立することになる。
　いま、次のような３つの条件を仮定する。すなわち、
①　市場に存在する企業数は４社である（ 4=n ）。
②　企業が直面する逆需要関数として次のようなケースを仮定する。
     å
=
+-=
3
1
441 ))((99.05),,....,(
i
ii xqtxqxxp
    ))((99.0)84(),,....,( 4
3
1
2
414 xxqtqqxxp
i
i +-+= å
=
          (すなわち、 5=a , 84)( 2 += qqan ),
たたし 4,....,1=i  また、 qqt -= 1)(
③　各企業の費用関数は次のような場合を仮定する。
     01.02)( += iii xxC
     )01.0100()597.6(),( 2244 +++= qqqxC
          (すなわち 597.6)( 2 += qqcn , 01.0100)(
2 += qqFn )
以上のような条件から、このとき 3=-º caA 、
また )()()( qcqaqN nn -º = 397.2
2 +- q となるので、 299.01)( qq -=b であることがわかる。
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この例において、まず、合併前における最大化問題である（1.3）および(1.5)より、１階の条件
式（1.5Ｂ）について、
      qqxqqx
qdq
dx
qqf i
i 200)(}94.5)()
2
1
(97.2)1(97.2{)( *4
*
*
--+--= 　　　(2.1)
が得られる。ただしここで
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qq
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である。この例においては、２階の十分条件　　　　　　　が満たされているので、合併前にお
ける最適な品質水準  *q  は、 0)( * =qf を満たすように決定される。それゆえ、(2.1)より、
0)( * =qf  を満たすような *q を具体的に求めると、
      *q =0.02196
となる。
次に、合併後についても同様にして、最大化問題である(1.6)および(1.7)より、１階の条件式
(1.7Ｂ)について、
         qqxqqxqx
q
qg ki 200)(}94.5))(2)(2)(
2
1
(99.0{)( 4* --+-=        (2.2)
が得られる。ただしここで、
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である。この場合についても、２階の十分条件 0
))()((
2
4
2
<
+
dq
qqd k pp が満たされていることか
ら、合併後の最適な品質水準 q は 0)( =qg を満たすように決定される。よって(2.2)より、
0)( =qg を解くことによって、合併後の最適な品質水準は
     q=0.02186
と決まる。
以上の結果より、この例においては、 qq >* となること、すなわち、合併によって品質水準が
低下することがわかる。この例は、企業数が３社以上のケースでは、必ずしもこれまでの結論が成
り立つとは限らないことを示しているといえる。 （命題３の証明終わり）
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Ⅴ　おわりに
本稿では、より一般化して、ｎ（ｎ＞３）企業が存在している寡占市場を仮定することにより、
合併が品質水準に与える影響について検討してきた。すでに前稿において、２企業のみが存在して
いる基本的な場合については分析してきたわけであるが、その結果を比較すると、次のような結論
を得ることができた。
まず、市場に存在する企業数が３社のみである場合には、ほぼ２企業のみの場合と同様の結論を
維持できることがわかった。すなわち、ブランド製品を生産している企業の利潤獲得力が比較的高
いならば、品質水準は合併後に改善されることになる。ただし、２企業のみの場合と比較すると、
そうした結論が成立する領域が狭められるので、ブランド製品を生産している企業には、合併前か
らより高い利潤獲得力が求められることになる。
このような相違は見られるものの、具体的に品質水準に関して収穫逓増となるような通常の需要
関数や費用関数を仮定すると、２企業のみの場合と同様に、合併前の品質水準に関係なく、合併に
よってさらに品質水準が改善されることがわかった。
これに対して、より一般化して４社以上の企業が市場に存在している場合を仮定すると、このよ
うな通常の仮定のもとでも、必ずしも合併後に品質水準が改善されるとは限らず、合併後に品質水
準が低下する場合もあり得ることが示された。ダイムラー・クライスラーの例も、企業数が４社以
上存在しているケースであり、とりわけこの結論は、ダイムラー車の品質低下が指摘されている最
近の現状を理論的にも説明している結論であるといえるのではないだろうか。
このように、より現実的な観点から一般化して分析することにより、興味深い結論を得ることが
できた。しかしながら、本稿におけるモデルをより現実的なものとするためには、以下のような点
がさらに検討を要する課題であろうと思う。
まず、本稿では、単純化して、ブランド製品を生産している企業Ｎは標準財を生産している残り
のｎ-1社のうち、どの企業と合併しても相違がないという状況を仮定している。しかしながら現実
には、個々の企業において製品の差別化がおこなわれているのであり、そうした観点から、どのよ
うな企業を合併相手として選択するかについて検討してみることも興味深いであろうと思われる。
また、最近では、例えば自動車業界の場合には、とりわけ高級車市場への参入が相次いでおり、
高級車市場における競争が激化しているといわれている。そうした現状がダイムラー車の評価に大
きな影響を与えてきたことも事実であろう１７。このような観点から、ブランド製品を生産してい
る企業についても複数の企業が存在しているような状況を仮定し、分析を進めていくことも今後の
                              
１７ こうした指摘は岸（2003）でなされている。
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重要な課題であろうと思う。
[補論１]
  )( *qxn  と )( ** qxn の関係について示すと、以下のようになる。
(1.4Ｃ) と (1.6Ｃ)を用いると、
      )()( *** qxqx nn - =
})()1(2){)(1(2
]}2)()1({)()()1)[((
2*2*
2****
qtnnqtb
AqtnqNqtnqt
---
---++
                                                             (Ａ１-1)
となるので、２企業のみの場合と同様に、この式において )(qN を Aq)(b で置き換えると、(Ａ
１-1) は、
           )()( *** qxqx nn - = A
qtnnqtb
qtnqqtnqt
})()1(2){)(1(2
}]2)()1({)()()1)[((
2*2*
2****
---
---++ b   (Ａ１-2)
と書き換えることができる。ここで、 n=3の場合には, (Ａ１-2)について
           )()( **3
*
3 qxqx - = A
qtqtb
qqqtqt
))(3)()(1(4
)})(1())()(){((2
2*2*
2*2***
--
-+-- bb <0
                                                                       (Ａ１-3)
となるので、すべての *q に対して、 )()( ***3 qxqx n< が成立することがわかる。
　これに対して、 4³n の場合には、すべての *q に対して、必ずしも )( *qxn < )( ** qxn が成立する
とは限らない。(Ａ１-2)において、
     }2)()1({)()()1()( 2**** ---++º qtnqqtnqh b
と定義すると、 )( *qh は
     }2)(
)1(4
)1(
{)}(
)1(2
1
)(){1( 2*
2
2** -
-
+
+
-
+
--- q
n
n
q
n
n
qtn bb                  (Ａ１-4)
と等しく、 1)(
)1(2
1
0 * <
-
+
< q
n
n
b であることより、 )(
*qh は最大で 2)(
)1(4
)1( 2*
2
-
-
+
q
n
n
b となる。ここ
で n =4の場合においては、その最大値はプラスになりうるので、次の不等式
   2)(
)1(4
)1( *
2
-
-
+
q
n
n
b  > 0
を )( *qb について解くことにより、 )1(2
1
2
)( * -
+
> n
n
qb が満たされるとき、 )( *qxn > )( ** qxn
となることがわかる。
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 [補論２]
3=n  と 4³n の違いは次のように示される。
命題１の証明において、(１.８Ｂ)について新たな関数 nL を次のように定義する。
     ),( tL n b = 2
32
2
22
]
})1(2{
})1(}{22)1){(1(2
)1(21
1
[ A
tnn
tnnntntnn
tb
t
t
t
--
---+--
-
-
-
-
- bbbb
                                                                   (Ａ２-1)
すなわち、ここで、 ))(),(()( *** qtqLqL nn b= である。(Ａ２-1)において, b  は正であり、すべ
てのtに対して 0),0( >tL n  であるから、もし ),( tL n b = 0 を満たすような b が存在しないならば、
図３より、常に 0)( * >qLn が成立することがわかる。
　ここで、 ),( tL n b = 0が満たされているとき、 b は次のような t と nの関数として表すことが
できる。
     ),( ntb = 
),(
),()2)(1(),(
3
2
222
1
ntR
ntRntnttntR ---±
ただし、
     ),(1 ntR =
)()123093()82040153()107( 6*8*2*4*6*8*22*4*6*8*34*6*8* ttnttttnttttnttt +-+-++--+--+-+
     ),(2 ntR =
)16()24484()1648486()244( 6*8*4*6*8*24*6*8*34*8*48* ttntttntttnttnt -+-+-+++-++-
     ),(3 ntR = })63()8443()42{(2
6*4*6*22*4*6*32*4*6** tnttntttntttt --+-++-+-+
（Ａ2-2）
よって ),( tL n b > 0 が常に成立する条件は ),(2 ntR < 0である。
（図３）
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　 3=n のケースでは、 014428812816)3,( 4682 ³+-+= ttttR となるので、すべての tに対して
0),( £tL n b が満たされる場合が存在する。これに対して、 4³n の場合には、b がどんなに大きく
ても、製品差別化の程度に依存して ),(2 ntR < 0となるケースが必ず存在する。その詳細は以下の
ような理由による。
いま、 ),(2 ntR = 0 が満たされているとき、 nは tの関数、 )(1 tn , )(2 tn , )(3 tn , )(4 tn として
表すことができる。 ここで、これらの解、 )(1 tn , )(2 tn , )(3 tn および )(4 tn について、
0 < t < 1のもとでは、すべての tに対して )(1 tn < 0, 0 < )(2 tn 1, )(3 tn > 3および )(4 tn -
)(3 tn > 6.4 を得る。例えば、ある t (=t)について、これらの関係を図に示すと図４のようにな
る。 )(3 tn > 3 かつ )(4 tn  > )(3 tn  であることに注意すると、 4³n の場合には、 tの値に依存し
て、 ),(2 ntR < 0が満たされる場合が存在する。
実際に 4=n の場合、 )( *4 qL < 0が成立する領域は図５のようになる。それゆえ、もし
*t が0.838よりも大きいならば、 *b がどんなに大きかったとしても、 )( *4 qL > 0が成り立つこと
がわかる。ちなみに、命題３の証明において用いた例では、 *t が0.852となっており、このような
状況を示しているといえる。
（図４）
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（図５）
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